
 
 

 

  

○○○○高知市高知市高知市高知市子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援会議支援会議支援会議支援会議のののの役割役割役割役割    

Ⅰ  「高知市子ども・子育て支援事業計画」等への子育て当事者等の意見の反映をはじめ，高知市における子ども・子育て支援施策を地域の 

子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施することを担保するうえで重要な役割を担う。 

Ⅱ  子ども・子育て支援事業計画を定期的に点検・評価し，必要に応じて見直しを行っていく（ＰＤＣＡサイクルを回していく）役割が期待されている。 
 

 ○○○○高知市子高知市子高知市子高知市子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援会議支援会議支援会議支援会議でのでのでのでの審議審議審議審議内容内容内容内容    

①  教育・保育施設や地域型保育事業における利用定員を設定する際の意見聴取（子ども・子育て支援法第 77 条第 1 項第 1 号，2 号関係） 

②  高知市高知市高知市高知市子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画のののの策定策定策定策定・変更の際の意見聴取（同第 3 号関係） 

③  子ども・子育て支援に関する施策の計画的な推進に関し必要な事項及び施策の実施状況についての進行管理（同第 4 号関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～～～～高知市高知市高知市高知市子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画～～～～    

高知市子ども・子育て支援事業計画は，５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援についての需給計画 

【【【【必須記載事項必須記載事項必須記載事項必須記載事項】】】】    

○○○○        区域区域区域区域のののの設定設定設定設定    

     「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として，地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を設定 

○○○○        各年度各年度各年度各年度におけるにおけるにおけるにおける幼児期幼児期幼児期幼児期のののの学校教育学校教育学校教育学校教育・・・・保育保育保育保育のののの量量量量のののの見込見込見込見込みみみみ，，，，実施実施実施実施しようとするしようとするしようとするしようとする幼児期幼児期幼児期幼児期のののの学校教育学校教育学校教育学校教育・・・・保育保育保育保育のののの提供体制提供体制提供体制提供体制のののの確保確保確保確保のののの内容及内容及内容及内容及びそのびそのびそのびその実施時期実施時期実施時期実施時期    

     区域ごとに「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定め，「量の見込み」に対応するよう「確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定 

○○○○        地域子地域子地域子地域子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援事業事業事業事業のののの量量量量のののの見込見込見込見込みみみみ，，，，実施実施実施実施しようとするしようとするしようとするしようとする地域子地域子地域子地域子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業のののの提供体制提供体制提供体制提供体制のののの確保確保確保確保のののの内容内容内容内容及及及及びそのびそのびそのびその実施時期実施時期実施時期実施時期    

     区域ごとに「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み（必要利用定員総数）」を定め，「量の見込み」に対応するよう「確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定 

○○○○        幼児期幼児期幼児期幼児期のののの学校教育学校教育学校教育学校教育・・・・保育保育保育保育のののの一体的提供及一体的提供及一体的提供及一体的提供及びびびび当該学校教育当該学校教育当該学校教育当該学校教育・・・・保育保育保育保育のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする体制体制体制体制のののの確保確保確保確保のののの内容内容内容内容    

     認定こども園の普及に係る考え方，質の高い幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援の役割及び推進方策，保幼小連携の取組の推進 など 

【【【【任意記載事項任意記載事項任意記載事項任意記載事項】】】】    

○○○○        産後産後産後産後のののの休業及休業及休業及休業及びびびび育児休業後育児休業後育児休業後育児休業後におけるにおけるにおけるにおける特定教育特定教育特定教育特定教育・・・・保育施設等保育施設等保育施設等保育施設等のののの円滑円滑円滑円滑なななな利用利用利用利用のののの確保確保確保確保    

○○○○        子子子子どもにどもにどもにどもに関関関関するするするする専門的専門的専門的専門的なななな知識及知識及知識及知識及びびびび技術技術技術技術をををを要要要要するするするする支援支援支援支援にににに関関関関するするするする都道府県都道府県都道府県都道府県がががが行行行行うううう施策施策施策施策とのとのとのとの連携連携連携連携    

○○○○        労働者労働者労働者労働者のののの職業生活職業生活職業生活職業生活とととと家庭生活家庭生活家庭生活家庭生活とのとのとのとの両立両立両立両立がががが図図図図られるようにするためにられるようにするためにられるようにするためにられるようにするために必要必要必要必要なななな雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境のののの整備整備整備整備にににに関関関関するするするする施策施策施策施策とのとのとのとの連携連携連携連携施策施策施策施策とのとのとのとの連携連携連携連携    

高知市子高知市子高知市子高知市子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援会議支援会議支援会議支援会議についてについてについてについて    
資料資料資料資料２２２２    
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（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条第六十一条第六十一条第六十一条  市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提

供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業

計画」という。）を定めるものとする。  

２２２２  市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一一一一  市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の

状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・保育

提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第十九条第一項各号に掲げる小学

校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所にお

ける労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第三号に掲

げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・

保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期  

二二二二  教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期  

三三三三  子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の

内容  

３３３３  市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げる事項について

定めるよう努めるものとする。  

一一一一  産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項  

二二二二  保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対して行われる保護

並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援

に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項  

三三三三  労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策と

の連携に関する事項  

４４４４  市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの保護者の特定教

育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の事情を勘案して作成されなけれ

ばならない。  

５５５５  市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の事情を正確に把

握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成するよう努めるものとする。  

６６６６  市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画、教育基本法

第十七条第二項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する基本的な計画（次条第四項に

おいて「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規定による計画であって子どもの福祉又は教育に関する

事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。  

７７７７  市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、第七十七条

第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては

子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。  

８８８８  市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、インターネッ

トの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求めることその他の住民の意見を反映させる

ために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

９９９９  市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県に

協議しなければならない。  

１０１０１０１０  市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知事

に提出しなければならない。  

 

 

（特定教育・保育施設の確認） 

第三十一条第三十一条第三十一条第三十一条  （略） 

２２２２  市町村長は、第一項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七

十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあ

っては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。  

 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第四十三条第四十三条第四十三条第四十三条  （略） 

２２２２  （略） 

３３３３  市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下同じ。）の利

用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置してい

る場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事

者の意見を聴かなければならない。  

 

 

（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条第七十七条第七十七条第七十七条  市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の

機関を置くよう努めるものとする。  

一一一一  特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理すること。  

二二二二  特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

三三三三  市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。  

四四四四  当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び当

該施策の実施状況を調査審議すること。  

２２２２  前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び子育て家庭の

実情を十分に踏まえなければならない。  

３３３３  前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で

定める。  

４４４４  都道府県は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置

くよう努めるものとする。  

一一一一  都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に関し、第六十二条第五項に規定する事項を処理すること。  

二二二二  当該都道府県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び

当該施策の実施状況を調査審議すること。  

５５５５  第二項及び第三項の規定は、前項の規定により都道府県に合議制の機関が置かれた場合に準用する。  

    

 

 

参照条文参照条文参照条文参照条文    子子子子どもどもどもども子育子育子育子育てててて支援法支援法支援法支援法（（（（平成二十四年八月二十二日平成二十四年八月二十二日平成二十四年八月二十二日平成二十四年八月二十二日法律第六十五号法律第六十五号法律第六十五号法律第六十五号）（）（）（）（抄抄抄抄）））） 
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①事業計画
(市町村子ども・子育て支援事業

計画のイメージ）

②認可基準（幼保連携型認定こども園、
地域型保育事業）

運営基準
（確認制度）

③支給認定
（保育の必要性の認定）

④地域子ども・子育て支援事業
（市町村事業）

国における主な作業日程
（子ども・子育て会議の動き等）

本格施行までの作業スケジュールのイメージ（市町村における作業イメージを中心に）
以下の作業スケジュールは、現時点での想定であり、今後の検討状況により変更、追加等の可能性が有り得る。（平成２７年度本格施行(注１)、平成２６年４月に消費税８％、平成２７年１０月に１０％を想定）

1～３

平成26年度

７～９ 10～124～６ ７～９ 10～12 1～３ 4～６

平成25年度

●基本指針・ニーズ調査票案（①）

●各種基準案（条例）の検討

●放課後児童クラブの設備運営基準（条例制定）

●２７年度当初に向けた認可、確認の開始

●「確保方策」等を検討

→都道府県へ報告、調整

【都道府県等】

●幼保連携型認定こども園の認可基準（条例制定）

【市町村】

●地域型保育事業の認可基準（条例制定）

●確認を受ける施設・事業の運営基準（条例制定）

●支給認定基準（条例制定）

●教育・保育の「量の見込み」を検討

→都道府県へ報告、調整

●パブコメ、最終調整

●既存施設に対する

新制度への移行の

意向確認

●
計
画
確
定

都
道
府
県
知
事
へ
提
出

●本格施行に向けた法令等の確定作業

国の子ども・子育て会議

●事業計画案のと

りまとめ

→都道府県へ報告、

調整

●27年度概算要求内容の検討 ●27年度概算要求 ●政府案決定 ●予算案審議、確

定

●事業内容等の検討

●国のシステム運用（⑧）

地方版子ども・子育て会議など

●支給認定事務の開始

●利用手続、事業所からの届出受理等

●保育緊急確保事業の実施状況の把握（⑦）

●取りまとめ（告示） ●幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）に関する解説書の作成

●関係省令の公布（⑦）

●認可基準等、関係政省

令の作成、公布（②～④）

※国の子ども・子育て会議・社会保障審議会児童部会における認可基準等の資料は公開。随時提供。

※地域の実態把握などは随時実施
●入所手続・利用調整

＜ 併 行 し て 、 都 道 府 県 計 画 の と り ま と め ＞

●
都
道
府
県

計
画
確
定

※引き続き、必要事項を検討

（公定価格の設定）

●ニーズ調査実施 ●調査結果

とりまとめ

●国のニーズ調査票案を参照

→ニーズ調査票の検討

●現行次世代計画上の取組等の評価

・教育・保育・子育て支援の現状把握、方向性検討

●事業計画の検討

・事業計画の構成検討

・区域設定の検討

●地域型保育事業の実態調査

●資格併有促進策の

省令等公布（⑨）

●幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）の検討

●地域子ども・子育て支援事業の基準（④）

●支給認定基準（③）

●認可・運営基準（②） ●公定価格の骨格

（施設の意向調査）

●幼稚園、保育所の経

営実態調査のとりまと

め、分析

●利用定員に関する意見聴取

●26年度概算要求内容の検討 ●26年度概算要求 ●政府案決定 ●予算案審議、確定

（保育緊急確保事業等）（⑦）

資料１

(参考)国資料
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平成26年度

７～９ 10～124～６ ７～９ 10～12 1～３ 4～６

平成25年度

⑤費用・利用者負担

⑥幼保連携型認定こども園
保育要領（仮称）

⑦保育緊急確保事業

⑨保育教諭の併有促進策の検討
（人材確保対策を含む）

⑩自治体における実施体制

⑪その他

（注１）消費税率の引き上げは、経済状況の好転が条件とされており、本格施行の時期については、実際の消費税率引上げ時期を踏まえて検討。

⑧制度管理システム

●施行に向けた準備作業のための体制準備（２４年９月に内閣府に新制度の施行準備室設置）

【都道府県等】

●幼保連携型認定こども園に関する合議体の設置（条例制定）

●事業の開始

●保育計画の改定等

【請求審査・支払関係のシステム】

（１）パッケージシステムを利用する場合

（２）独自システムを構築する場合

●運用開始

●運用開始

●２６年度予算の検討

【支給認定・確認関係のシステム】

（１）パッケージシステムを利用する場合

●搭載機能の検討・調達仕様書の検討

（２）独自システムを構築する場合

●搭載機能の検討、仕様書検討、業者選定、設計

●業者選定 ●導入 ●テスト運用

●テスト運用

●給付、国の窓口一元化に対応できる体制の構築

準備（２７年度から給付の支出等は内閣府へ一元

化）

●搭載機能の検討、業者との調整

●設計

●導入、テスト運用

●構築、テスト運用

●
運
用
開
始

●国の解説書がとりまとまり次第、認定こども園職員に対する研修、周知

●27年度予算

国の定める公定価格等を踏まえ、利

用者負担等の確定（条例制定等）

●有識者会議での検討、省令等を踏まえ、条例・規則等の改正、周知など

●新制度に関する利用手続きなど詳細の周知、広報●新制度の一般的な内容に関する周知、広報（住民への広報や、関係者への説明会）

●構築

●費用・利用者負担の検討 ●費用・利用者負担の検討

●利用者負担の区分内容等概要を周知

【都道府県・市町村】

●幼保連携型認定こども園に関する教育委員会の意見を聴取

すべき事項の規則制定

●必要に応じて、子ども・子育て支援法第８７条各項に基づく過料を科する規定を設けるための条例を制定

●必要に応じて、公私連携幼保連携型認定こども園・公私連携型保育所（保育所型認定こども園）の設置法人への

設備の無償・安価な貸付・譲渡（議会で議決）

(参考)国資料
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